
事業環境前提
海上輸送需要の見通し
米国の関税政策や中東情勢の緊迫化などにより不確

実性が高まっていますが、ドライバルク貨物輸送需要

はトレードパターンを変化させつつも堅調に推移して

います。鉄鉱石やボーキサイトは引き続き輸送量の増

加が見込まれ、アフリカ積み中国向け鉄鉱石を中心に

航路の長距離化も期待されています。

一方、中国経済が成熟期を迎え、粗鋼生産量はやや

伸び悩む傾向にあります。今後も輸送需要の予測精度

を高め、最適な配船に努めていきます。

ドライバルク船腹供給の見通し
2026年以降は中小型船の竣工がやや増加する見通

しですが、メタノール、アンモニアなど新燃料に関す

る技術動向を見極める船主の姿勢もあり、大型船の新

造船発注は限定的です。このため、全体的には抑制さ

れた水準で推移すると見込みます。海運業界に対する

環境規制の方向性にも注目が集まる中、これまで老齢

船の解撤は限定的でしたが、規制強化に伴い解撤が進

めば、船腹供給過剰の緩和につながることも期待され

ます。

中期経営計画「FORWARD 2030 Ⅱ」
Challenge for innovation and further growth with 

計画の全体像

PART

海上輸送需要推移（百万トン） ドライバルク船腹量見通し（百万DWT）

各社資料より当社調べ各社資料より当社調べ

価値創造戦略
PART

02
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計画の概要
新規成長事業領域の拡大
当社の主要顧客である鉄鋼業界では、脱炭素に向け

高炉から電炉への移行が進んでいます。電炉製鉄向け

原料として需要拡大が見込まれる還元鉄やスクラップ

輸送を新たなビジネスチャンスと捉え、輸送体制の構

築を進めていきます。

また、船舶のゼロエミッション化に貢献が期待される

アンモニア二元燃料船については、当社を含む6社で共

同プロジェクトを推進しています。併せて、低炭素燃料

の確保や供給網整備に向けたプロジェクトチームを立ち

上げ、取り組みを進めています（詳細は下記参照）。
▶P.22-23：財務戦略
▶P.24-27：外航海運の事業戦略
▶P.34-41：�環境特集�

環境保全・気候変動への取り組み強化

既存中核事業領域の深化
メタノール二元燃料船の建造を先行して進め、2027年

度以降に複数隻が順次竣工予定です。輸送契約についても、

荷主と順次締結を進めています。また、アンモニア積載可

能なLPG二元燃料船も導入し、2027年度の竣工予定です。

経済成長が見込めるインド・東南アジアでの事業拡

大に向け、シンガポール・タイ事務所との連携を強化

し、カギとなる日本出し鋼材の輸送品質向上に加え、

タイ事務所を東南アジア発着貨物の拠点として整備。

また、内外航ワンストップソリューションによる差別

化も推進します（詳細は下記参照）。
▶P.22-23：財務戦略
▶P.24-27：外航海運の事業戦略
▶P.34-41：�環境特集�

環境保全・気候変動への取り組み強化

2つの事業戦略を支える4つの取り組み
人的資本戦略では、新たに導入した人事制度により

一人ひとりの挑戦を後押しし、中長期的な事業戦略を

担う人材の育成や人権尊重を進めます。

サステナブルシッピング戦略では、カーボンニュート

ラルの実現を目指すとともに、船員が能力を最大限発

揮できる職場環境の実現を通じて、内外航ともに優秀

な船員を確保し、エンゲージメントの向上を図ります。

ガバナンス強化に関しては、中期経営計画の進捗確

認を含め、取締役会の実効性向上に取り組みます。

これらを支えるDX戦略として、新基幹システムの

導入や船舶DXを強力に推進し、業務の高度化を目指

します（詳細は下記参照）。

人的資本戦略
▶P.48-51：人材の育成・評価、DE＆I
▶ P.42-43：安全運航の徹底
▶P.44-46：社員座談会

サステナブルシッピング戦略
▶P.34-41：�環境特集�

環境保全・気候変動への取り組み強化
▶P.42-43：安全運航の徹底
▶P.44-46：社員座談会
▶P.49-50：人材の育成・評価、DE＆I（海上社員）

ガバナンス強化
▶P.56-58 : 社外取締役座談会
▶P.59-66：健全なガバナンス

DX戦略
▶P.47：技術、イノベーション
▶P.54-55：DX推進

2024年3月に公表した中期経営計画（2024～2027年度）は、後半となる3年目を迎えました。前半2年間は、事
業環境が複雑化する中においても着実に成果を積み重ね、計画はおおむね順調に進捗しています。後半は4カ年計画
の目標達成に向け、部門間の連携を一層強化し、取り組みを加速していきます。
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財務戦略
中期経営計画のもと、安定収益基盤を活かした成長投資と脱炭素対応を進め、持続的成長と財務健全性の両立および
安定的な株主還元を目指しています。

中期経営計画における方針
持続成長を支える投資展開
中期経営計画では、既存中核事業領域の深化に加え、

新規成長事業領域の拡大による利益創出を通じて営業

キャッシュ・フローを積み上げていきます。その上で、

Net DERを1.0倍以下に抑えつつ、財務レバレッジを活用

し、2030年度までに3,000億円規模の投資を実行し、収

益の安定性強化と中長期的な成長を目指します。主な投

資として、既存船のリプレースなど中核事業に2,150億円、

メタノール二元燃料化やバイオ燃料確保などの環境関連

に450億円、船員訓練センター設立など人材育成・DX関

連に100億円を掲げており、このうちメタノール二元燃料

船など新燃料船への投資は1,650億円を予定しています。

新燃料船投資については、2024年度に建造契約を締

結済みのメタノール二元燃料船に加え、2025年度の実

績としてアンモニア輸送が可能なLPG二元燃料VLGC

（大型LPG運搬船）の建造契約を締結しました。これら

の新燃料船は2027年度以降に順次竣工し、当社収益

への貢献を期待しています。

また、既存船におけるGHG排出削減への取り組み

として、40万トン型鉱石船への風力補助推進装置

（ローターセイル）や軸発電機などの設置を2025年度

に実施しました。今後はそれらの効果を検証しながら、

同様の取り組みを広げていきます。

株主還元の方針
当社は、株主に対する利益還元を経営上重要な施策

の一つと位置付けています。将来の安定的な企業成長

と経営環境の変化に備えるための内部留保資金を確保

しつつ、経営成績に応じた利益還元として、連結業績に

対する配当性向は30％を基準とし、さらなる株主還元

の強化を検討することとしています。この方針は、新燃

料船の建造など将来の成長投資に必要な資金を確保し

つつ、安定配当を継続的に実施し得る水準として設定し

たものです。2025年度は、通期で1株当たり310円の

配当を実施し、連結業績に対する配当性向は30.3％と

なりました。今後も安定した配当の継続を目指します。

なお、自己株式の取得につきましては、利益還元の

一手段と認識していますが、今後本格化する次世代燃

料船への投資において多額の資金需要が見込まれるこ

● 安定収益事業に加え、
成長戦略から着実に利益を上げ、
ROE10％以上を目指す

● 株主資本コストを意識した
投資管理目標を設定し、
効率的な投資を実行することで
企業価値の向上を図る

● 配当性向は30％を基準として、
さらなる株主還元の強化を検討

CASH-IN CASH-OUT

配当性向 30%を基準
株主還元

億円300
財務CF・

保有資産活用

億円
1,000

新燃料船へ

投資
億円

1,650

億円
2,000

営業CF

億
円3,000

合計

船員訓練センター（フィリピン）設立
DX関連投資

人財育成・DX

億円100

投資計画（2024～2030年度）

環境投資

億円450
メタノール燃料DF化投資
バイオ燃料の安定確保
既存船へ各種省エネデバイス搭載

● 2030年までNet DERを1.0倍以下に抑え
財務規律を維持しつつ
投資余力3,000億円を確保

既存事業　リプレース船 14隻
アンモニア積載可能LPG 
二元燃料船（VLGC） ２隻
成長事業　7隻

中核事業

億円2,150
成長投資

億円800

22 NS UNITED REPORT 2026



とから、内部留保資金の確保に努めつつ、適切な形で

株主の皆さまへの利益還元を行いたいと考えています。

現状分析
2025年度の業績と財務活動の振り返り
2025年度の世界経済は、米国の関税措置を含む通商

政策やそれに対する各国の対応による不透明感があった

ものの、米国経済を中心に比較的堅調に推移しました。当

社におきましては中期経営計画に掲げる2027年度財務目

標である、営業利益200億円、ROE10％、Net DER1.0

倍以下を前年度に続き達成することができました。

外航海運事業では、当期前半は鉄鉱石や穀物を中心

とした堅調な荷動きに支えられ、総じて底堅く推移し

ました。中盤には一時的な調整局面もみられましたが、

その後は年末に向けて再び上昇基調となりました。

内航海運事業では、火力発電所の運用継続により市

況が下支えされましたが、製鉄所の生産調整や資材費

の高騰による建築需要の低下が、貨物輸送量の下押し

要因となりました。

このような状況下、2025年度の連結業績は、為替

レートが前年同期比円高で推移したこともあり、売上

高は減少したものの、当初より計画していた老齢船の

売却を着実に実行し売却益を計上したことなどから、

当期純利益241億円と前年度比で増益となりました。

2,506 2,185

1,486

3,199
4,074 4,298 4,437

5,276

期中平均株価（円）

115
80 80

285

365

230 240
310

29.0

31.7

30.7

28.5

31.2
30.1 30.4 30.3

1株当たり年間配当／配当性向

責任者の視点� 常務執行役員／企画グループ　中村 新吾

当社のPBRは、2025年度後半に一時1倍を上回るなど、改善傾向にあります。
PBRは「ROE×PER」に分解して考えることができます。

稼ぐ力を示す指標の一つであるROEについては、株主資本コスト（約7％）を上
回る10％超を5期連続で達成しており、着実に収益力を向上させています。

一方で、株式市場からの期待度を示すPERの向上には、当社の中長期的な収益性
や事業の安定性に加え、脱炭素化への取り組みに対する理解を一層深めていただく
ことが重要だと考えています。

そのため、当社ではIR活動の強化を進めています。2025年度のIR面談件数は前
年度から大幅に増加しており、投資家との対話機会の拡充を図っています。今後も、
対話の量的拡大に加え、より分かりやすい情報発信や説明内容の充実など、IR活動の質的向上にも取り組んでいきます。

890 911 964

1,182
1,374 1,496 1,627

1,872

558
327 444

992
970 1,086

944

1,718

0.63

0.36
0.46

0.84

0.71 0.73

0.58

0.92

期末純資産・時価総額

2026年7月31日付で発表のとおり、当社は、日本郵船株式会社による公開買付けが成立し、所定の手続きが完了した場合には、同社の連結子会社
となり、当社株式は上場廃止となる予定です。なお、公開買付けの成立を条件として、2026年度の剰余金の配当を行わないことを決議しておりま
す。最新情報については、当社Webサイトをご確認ください。
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事業の概要

船型／隻数
（2026年3月末時点）

9～20万トン型ばら積み船
25～40万トン型鉄鉱石専用船

計50隻

主要貨物 鉄鉱石、石炭

強み
● �鉄鋼原料輸送における長年の歴史に蓄積
された安全・安定輸送への信頼

成長戦略
● �安定輸送の基盤強化
● �新規需要を含めた取引拡大
● �GHG削減に向けた船隊の整備と貨物の獲得

リスク
● �国際情勢やIMOのGHG削減に向けた�
制度設定など、不透明な外部環境

機会 ● �顧客との信頼構築と安定輸送の基盤強化

2025年度の事業概況
ケープ型ばら積み船市況は、ブラジルおよびオース

トラリアからの鉄鉱石の堅調な出荷や西アフリカから

のボーキサイト需要を背景に、前期末の落ち込みから

回復基調をたどり、12月には主要5航路平均用船料が

一時日建て4万4千ドル台を記録するなど通期では堅

調に推移。こうした中、主要荷主との長期契約による

安定収益に加え、3国間輸送による配船効率改善、好

採算スポット貨物の獲得などにより、期初計画を上回

る収益を達成することができました。

認識している課題
世界情勢の変化に伴い、経済見通しや市況の不確実

性が高まる中、安定した輸送基盤の維持と市況変動へ

の耐性強化が課題となっています。また、GHG削減に

関する国際的な制度設計の先行きが不透明な中、当社

の環境ロードマップに沿った環境対応を着実に推進す

るとともに、顧客のスコープ3削減ニーズへの対応が

求められています。

課題解決に向けて2026年度に取り組むこと
安定輸送基盤の強化に向け、海務部門や用船船主と

の連携を強化し、安全輸送と高品質なサービスを提供

します。また、西アフリカからのボーキサイトや鉄鉱

石の新たな需要開拓にも取り組みます。

GHG削減では、次世代燃料のさらなる導入も視野

に、低環境負荷船の準備を進め、顧客のスコープ3削

減戦略に資する提案と、製鉄脱炭素に向けたHBI※（熱

間圧縮還元鉄）など新規需要に対応していきます。
※�Hot Briquetted Iron：鉄鉱石から作った還元鉄を、高温のまま押し
固めたもの。脱炭素型製鉄原料として注目されています。

責任者の視点� 鉄鋼原料グループマネジャー　宅間 知義

常に顧客ニーズを先取りし、期待を上回る価値を提供していくことが重要です。
グループ員一人ひとりが課題意識を持ち、主体的に業務に取り組むことで当社の強
みを発揮し、顧客およびステークホルダーの皆さまとの信頼構築につなげます。

国際情勢や気候変動など外部環境の変化が市況にも影響を及ぼす中、新たな規制
や制度変更への柔軟な対応も求められています。こうした環境下においても、高い
専門性と責任感を持って業務遂行に取り組んでいきます。

鉄鋼原料グループ

外航海運の事業戦略
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外航海運事業は、鉄鋼原料グループ、資源エネルギーグループ、不定期船グループ、近海グループの4グループで構
成しています。2025年度の外航海運事業全体の売上高は、1,970億62百万円（前期比8.8％減）、セグメント利益

（営業利益）は154億89百万円（前期比4.8％減）と、前期に比べ減収減益となりました。

事業の概要

船型／隻数
（2026年3月末時点）

8～10万トン型ばら積み船� 22隻
VLGC（大型LPG運搬船）� 3隻

計25隻

主要貨物 石炭、工業塩、鉄鉱石、穀物、
LPG（液化石油ガス）

強み ● �優良顧客との長期的なパートナーシップ

成長戦略
● �インド向け石炭輸送を中心とする海外�
海上輸送事業

リスク
● �再生エネルギーの普及に伴う海上輸送�
貨物の減少

機会 ● �代替エネルギーの海上輸送への取り組み

2025年度の事業概況
パナマックス型ばら積み船市況は、中国経済の不透

明感などにより6月に主要5航路平均用船料が日建て9

千ドル台まで下落しましたが、堅調な穀物・石炭輸送

や中東情勢を背景に、3月には日建て1万8千ドル台ま

で上昇。こうした中、効率運航に努めましたが、市況

用船コスト増で期初計画は未達となりました。

VLGCは、全船舶が定期貸船契約に従事し、安定収

益を確保。一部、市況連動契約もありますが、堅調な

市況に支えられ期初計画超えの収益を達成しました。

認識している課題
ばら積み・ガス部門ともに、市況変動に耐え得る事

業ポートフォリオを構築し、収益の確保と安定化を図

ることが課題です。事業環境では、GHG削減に向けた

転換の中で、エネルギー市場の需要構造が変化してい

ます。従来の燃料炭輸送に加え、バイオマスやアンモ

ニアなどの輸送への取り組みが不可欠です。

現在は環境規制の先行きが見通しにくく、中東の地

政学的リスクも顕在化していますが、顧客ニーズと社

会の変化を的確に捉えながら対応していく必要がある

と認識しています。

課題解決に向けて2026年度に取り組むこと
環境性能に優れる最新鋭船の船隊整備を一層促進し

ていきます。加えて、本船の運航においては、DXを積

極的に活用し、運航効率の向上と収益性の最大化を図

ります。

舶用燃料の調達に関しては、従来燃料に加え、GHG

削減に向けた取り組みとして、バイオディーゼル燃料

の購買や、メタノール二元燃料船向けの舶用メタノー

ルの安定的な調達を進めていきます。

責任者の視点� 常務執行役員／資源エネルギーグループマネジャー　征矢 秀人

当社の中期経営計画およびグループの部門目標を達成するため、本質を見極めた
意思決定と行動を積み重ねることで、計画の確実な実行につなげていきます。変化
の激しい事業環境においても、長期的な視点と強い意志を持ち、組織としての対応
力を一層高めていきます。

顧客に対しては、これまで蓄積してきた専門性と安全運航への信頼を基盤に、当
社ならではの工夫を重ね、付加価値の高い輸送サービスを提供していきます。

資源エネルギーグループ
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事業の概要
船型／隻数

（2026年3月末時点）
2～7万トン型ばら積み船

　計31隻

主要貨物 鋼材、非鉄金属、穀物、肥料、塩、�
セメント、石灰石、バイオマス燃料

強み
● �1966年からの鋼材輸送の歴史と専門性、
多様なばら積み貨物輸送の知識・技術

成長戦略

● �米国・アジア向け鋼材輸送と、�
同地域からのばら積み貨物輸送を�
組み合わせるコンビネーション輸送の�
量的拡大と質的充実

リスク

● �地政学的リスク・世界経済・国際政治�
変動への対応

● �環境対応
● �世界的なインフレや労働力不足に伴う�
コスト増への対応

機会 ● �マイナーバルク輸送需要の拡大

2025年度の事業概況
ハンディ型ばら積み船市況は、総じて堅調に推移し

ました。往航では、主力貨物の一つである鋼材の荷動

きが、米国の追加関税や中東の地政学的リスクの影響

を受けつつも、中南米向け輸送がこれを補い、底堅く

推移しました。復航では、中長期契約の貨物を活用し、

往復航の効率的な配船により安定収益を積み重ね、そ

の結果期初計画を上回る業績を確保しました。

認識している課題
地政学的緊張の長期化や国際秩序の多極化により、

エネルギー・物流・金融市場の不安定性は高まってい

ます。加えて、インフレや資機材価格の高止まり、人

手不足に伴う人件費上昇も重要な課題です。こうした

環境下、船隊整備・運航ではコスト増が続き、従来の

前提では安定収益の確保が困難な状況です。さらに、

環境面ではGHG排出削減規制の強化が今後進展して

いくことが見込まれ、環境対応は競争力を左右する重

要な課題と認識しています。

課題解決に向けて2026年度に取り組むこと
地政学的リスクや市況・燃料価格の変動を前提に、

配船航路の分散および中長期契約とスポット契約の最

適な組み合わせにより、事業の安定性を確保します。

コスト上昇に対しては、船型の最適化や運航効率化、

省力化・DXの推進を通じて対応します。さらに、環境

投資については経済合理性を踏まえつつ段階的に進め、

環境対応と収益性の両立を図りながら、持続的成長に

つなげていきます。

責任者の視点� 不定期船グループマネジャー　玉川 博之

市況変動・規制・技術革新などの不確実性を前提に、短期的な収益最大化に偏る
ことなく、中長期の変動に耐え得る基礎収益力の強化を図っていきます。そのため、
海事関連産業との協働を尊重し、安全かつ安定的な船隊整備と高品質な輸送サービ
スの提供を進め、中長期契約の確保につなげていきます。さらに、当社が取り組む
IT／DX化を通じて、グループ員が海運業の付加価値創出に一層集中できる環境整
備を目指していきます。

不定期船グループ

外航海運の事業戦略
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事業の概要
船型／隻数

（2026年3月末時点）
5,000～19,000トン型一般貨物船

　計24隻

主要貨物 鋼材、バイオマス燃料、肥料、ドロマイト、
石膏

強み

● �鋼材・ばら積み貨物のコンビネーション
による効率運航

● �はしけ（艀）やトラックを活用し、直接顧客
へお届けする鋼材の海陸一貫輸送（中国）

成長戦略
● �鋼材・バイオマス燃料輸送を中心に三国
間輸送にも積極的に取り組む

リスク

● �中国からの鋼材輸出の増加（過剰供給）
● �地政学的リスクによる日本からの鋼材輸
出量の減少

● �限定的な近海船竣工量による船腹供給不足

機会 ● �東南アジア向け輸送需要の拡大

2025年度の事業概況
近海水域における小型船市況は、中国の国内内需の

低迷から、同国からの輸出鋼材が過去最高を記録する

一方、日本から同国向けは減少傾向が続いています。

中国鋼材の増加によりアジア全体の鋼材荷動きは増え、

市況は比較的堅調に推移しました。鋼材代替貨物の東

南アジア向け輸送の強化や、バイオマスなどのばら積

み貨物との往復航効率配船に取り組んだ結果、期初計

画を上回る収益を達成しました。

認識している課題
地政学的リスクの高まりにより輸送環境が激変する可

能性を踏まえ、航路や貨物の多様化など選択肢の拡大

が重要だと考えています。そのため当面の課題として、

日本出し輸出鋼材の減少を見据えた代替貨物の獲得や、

三国間取引（海外荷主）割合の拡大が挙げられます。

併せて、公開市場に表れにくい貨物情報や荷動きの

把握強化に加え、環境対応船の検討やGHG排出削減

への取り組みを進める必要があると認識しています。

課題解決に向けて2026年度に取り組むこと
東アジア出し貨物を軸に、成長が続く東南アジア向

け需要の取り込みを進めていきます。

また、三国間取引の拡大と配船の多様化を目指し、

タイ・上海・香港・シンガポール事務所と密に連携し

ながら、新規荷主・貨物の開拓を進め、地産地消の広

がりによる荷動き変化に対応していきます。

さらに、運航船のフェーズ3船比率の向上やバイオ

燃料トライアルなどIMO中期対策を見据えた対応に加

え、DX活用による営業の高度化を推進していきます。

責任者の視点� 執行役員／近海グループマネジャー　菅井 正樹

顧客との関係性においては、足元の環境変化に捉われ過ぎず、長期的な視点に
立った判断を大切にしています。共に問題解決に向き合い、時には短期的な負担を
伴う場面があったとしても、長いお付き合いの中で信頼関係を積み重ね、結果とし
て双方にとって最適な形に収れんしていく関係性が理想です。こうした姿勢に基づ
き、顧客と共にWin-Winの関係を築くパートナーを目指していくことこそが、真
の「価値提供」であると考えています。

近海グループ
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事業の概要
船型／隻数

（2026年3月末時点）
600～21,000トン型一般貨物船
石灰石専用船他� 計75隻

主要貨物 石灰石、セメント、コークス、鋼材、�
石炭灰、バイオマス燃料

強み

● �長年にわたり蓄積した海技力�
（運航管理知識・技術など）
● �安定的な事業基盤と荷主との長期的な�
取引関係

成長戦略
● �船隊更新と運航効率化による競争力強化
および安定収益の確保

リスク ● �船員不足や環境規制強化による事業リスク

機会
● �主要荷主の生産構造転換を背景とした�
内航輸送需要の変化を、中長期的な事業
機会と捉える

2025年度の事業概況
ドライバルク事業では、電力需給対応として火力発

電所の運用が継続されたことを背景に、バイオマス関

連貨物を含む電力関連貨物の輸送量は期初計画を上

回って推移しました。鉄鋼原料の輸送量は、製鉄所の

生産調整により減少しました。セメント関連貨物は、

資材費の高騰や人手不足の影響により建設需要が低下

し、輸送量は減少しました。こうした状況下、効率運

航による採算向上や安定した燃料油価格を背景に、期

初計画を上回る収益を達成しました。

認識している課題
本年3月に当社が用船する船舶において、他船との

衝突事故が発生いたしました。当社は本事故を厳粛に

受け止め、再発防止策の徹底と安全運航管理体制の強

化を最重要課題と位置付けています。

加えて、当社を取り巻く事業環境は、産業基礎物資

輸送需要の伸び悩みや、船員費をはじめとする船費・

燃料油価格の高騰により厳しさを増しています。この

ような環境のもと、安全管理を徹底した船隊整備、適

正な価格転嫁の推進、ならびに荷主のカーボンニュー

トラル対応に伴う新規輸送需要の獲得が重要な経営課

題です。

課題解決に向けて2026年度に取り組むこと
最重要課題である安全の確保に向け、当社は用船を

含む運航船全船における安全運航管理体制の強化を図

るとともに、各種安全会議や訪船活動を通じて、重大

事案の再発防止策の定着と実効性向上に取り組んでい

きます。

加えて、船員の労務負担軽減や人材の育成・確保を

目的とした設備投資を進めるほか、営業力強化による

既存商権の深化と新規商権の獲得を図り、競争力ある

船隊整備と安定経営の実現を目指していきます。

責任者の視点� NSユナイテッド内航海運㈱／代表取締役社長　遠藤 富士夫

内航海運は、国内産業を支える重要な輸送インフラであり、安全で安定した輸送
を継続することで、顧客の信頼に応える責任があります。その責務を果たすため、
安全運航の徹底を最優先に、産業基礎物資輸送を担う会社として、安全管理を徹底
した船隊により顧客の生産活動を支え、信頼されるパートナーであり続けることを
目指します。また、DXを活用した運航管理や、省エネ・脱炭素に向けた取り組み
を進め、持続可能な内航輸送の実現に貢献していきます。

NSユナイテッド内航海運（株）

内航海運の事業戦略
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事業の概要

船型／隻数
（2026年3月末時点）

1,700～2,500トン型LNG運搬船� 3隻
1,000トン型LPG運搬船� 3隻

主要貨物 LNG（液化天然ガス）�
LPG（液化石油ガス）

強み
● �業界最大のLNG輸送規模
● �自社一貫体制による良質なサービスの�
提供

成長戦略

● �LNG輸送規模のさらなる拡大
● �LNGバンカリング事業への進出
● �アンモニア・CO₂など新規液化貨物の�
獲得

リスク ● �海技人員不足による事業拡大機会の逸失

機会
● �LNG・その他新規液化貨物輸送量の�
増加

2025年度の事業概況
タンカー事業では、LNG輸送が工業用LNG需要の

増加を背景に堅調に推移しました。一方、LPG輸送は、

用船1隻の返船や暖冬による国内需要の減退の影響を

受け、輸送量は減少しました。

この結果、事業全体としては期初計画は未達となり

ました。

認識している課題
昨今の国内における人手不足は、内航海運業におい

ても重要な課題となっています。船員については、若

年船員の供給不足や高齢化の進行、さらには職業選択

の多様化に伴う他業界への流出などにより、船員不足

が顕在化しています。こうした状況は、当社の事業運

営における制約要因でもあり、将来の船員需給動向を

見誤れば、企業成長に大きな影響を及ぼす可能性があ

ります。

課題解決に向けて2026年度に取り組むこと
当社では、海陸社員の満足度およびエンゲージメン

トの向上を重視し、当社で働きたいと思われる会社づ

くりに努めています。これにより人材確保の強化を図

り、顧客から選ばれる企業となるよう取り組んでいき

ます。

また、長年培ってきた安全運航に関する知見・経験

と、海陸社員の意欲向上を基盤に、新たな事業への挑

戦を含め、今後さらなる高品質な輸送サービスの提供

につなげていきます。

責任者の視点� NSユナイテッドタンカー㈱／代表取締役社長　福田 雄二

当社は1966年の会社創立以来、半世紀以上にわたりLNG・LPGなどのエネル
ギー国内輸送を担うオペレーターとして歩んできました。LNG分野では、2003年
に国内初の内航LNG運搬船竣工以降、累計4,100航海・446万トンの輸送を安全
に実現し、業界のパイオニアとして信頼を確立しています。今後もクリーンエネル
ギーである液化ガス輸送を通じて脱炭素社会の実現に貢献し、人材投資を強化しな
がら成長戦略を推進していきます。

内航海運事業は、当社の100％子会社であるNSユナイテッド内航海運㈱とNSユナイテッドタンカー㈱で構成して
います。2025年度の内航海運事業全体の売上高は327億22百万円（前期比4.7％増）、セグメント利益（営業利益）
は50億41百万円（前期比27.3％増）と、前期に比べ増収増益となりました。

NSユナイテッドタンカー（株）
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NSUのグローバルネットワーク
当社は世界９カ国・地域に拠点を構え、地域ごとのニーズを的確に捉え、顧客に最適な海上輸送サービスをグローバ
ルに展開しています。

英国
上海

米国

香港
フィリピン

ベトナム

タイ
シンガポール

本社

海外現地法人
所在 事業所名 住所

英国 NS UNITED SHIPPING (U.K.) LTD. 1st Floor, 1 Knightrider Court, London EC4V 5BJ, �
UNITED KINGDOM

米国 NS UNITED SHIPPING (U.S.A.) INC. 1055 Washington Blvd. Suite 620 Stamford, Connecticut 06901 U.S.A.

香港 NS UNITED SHIPPING (H.K.) CO., 
LTD.

Room 1002, Ocean Centre, Harbour City, 5 Canton Road, 
Tsimshatsui, Kowloon, HONG KONG

シンガポール NS UNITED BULK PTE. LTD. 65 Chulia Street #21-08, OCBC Centre Singapore 049513

フィリピン PHILIPPINE STANDARD 
SHIPMANAGEMENT INC.

5F New Solid Bldg., 357 Sen. Gil Puyat Ave., Makati City 
1200, PHILIPPINES

海外駐在員事務所
所在 事業所名 住所

タイ NS UNITED KAIUN KAISHA, LTD. 
BANGKOK OFFICE

599/1 Rimtangrotfai Chongnonsri Road, Klongtoey, 
Klongtoey, Bangkok 10110, Thailand

上海 NS UNITED KAIUN KAISHA, LTD. 
SHANGHAI OFFICE

RM 1103, Ruijin Building 205, Mao Ming Nan Lu,Shanghai 
200020, CHINA

ベトナム
NS UNITED KAIUN KAISHA, LTD. 
VIETNAM REPRESENTATIVE 
OFFICE

#201, A5 Building, Main Campus, VIETNAM MARITIME 
UNIVERSITY No.484 Lach Tray St., Le Chan Ward,  Hai 
Phong, Vietnam
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サステナビリティ
当社グループは、海上輸送を通じて社会の発展に貢献する使命のもと、パーパスおよびサステナビリティ基本方針に
基づき、マテリアリティ（重要課題）の解決に取り組んでいます。中期経営計画に掲げた施策の着実な実行を通じ、
持続可能な成長と社会的責任の両立を図ります。

サステナビリティのガバナンス

推進体制
社長執行役員を委員長、全執行役員を委員とするサ

ステナビリティ委員会を中核に、全社的な推進体制を

整えています。

同委員会において、ESG・内部統制チームをはじめ

とする関係部署や各委員会と連携しながら施策の進捗

を確認し、取締役会への報告・提言を通じて、取り組

みの実効性向上と継続的な改善につなげています。

推進体制図については、当社Webサイトをご参照

ください。
▶ https://www.nsuship.co.jp/ja/sustainability/manage/policy.html

サステナビリティ委員会の活動内容

毎年4月、10月実施

1 �中期経営計画のサステナビリティ関連戦略の�
進捗確認

2 �人権尊重の取り組みに関する報告および計画
3 �人的資本戦略に関する報告および計画
4 �取り組み課題に関する報告および計画

当社は、公益社団法人日本フィランソロピー協
会および特定非営利活動法人日本ハビタット協会
の協力のもと、2025年11月および2026年2月
の昼の休憩時間を活用し、社内会議室にて「外貨
コインの仕分けイベント」を開催しました。
累計約40人の社員が協力し合い、国内主要国

際空港の募金箱に寄付された外貨コインを、13
カ国・地域に分類する作業を行いました。
今回仕分けられたコインに加え、社内有志より寄

付されたコイン・紙幣は、特定非営利活動法人日本
ハビタット協会を通じて、ケニアでの女性支援や国
内外の災害復興支援などに活用される予定です。
当社は今後も、社会課題の解決に向けた各種社

会貢献活動に継続して取り組んでいきます。

外貨コイン仕分けイベントを開催 
― 社員参加による社会貢献活動

TOPIC

責任者の視点� 取締役 常務執行役員／総務グループ管掌　薗田 恭

当社にとってサステナビリティは、持続可能な企業活動および企業価値の向上を
実現するための重要な経営の考え方です。中期経営計画では、サステナビリティの
取り組みを、事業戦略を支える取り組みとして位置付け、2030年に目指す姿の実
現に向けて進めています。サステナビリティ委員会の設置により、これらのテーマ
を経営の視点で議論し、進捗を確認する体制が整いました。取り組みは着実に前進
しており、今後は実行の質を高めるとともに、情報開示の充実を通じて、社会から
信頼される経営を目指していきます。
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各項目の妥当性を確認し、特に
重要と判断した6項目をマテリ
アリティとして特定。
サステナビリティ委員会を通し
て、マテリアリティへの取り組
み状況をモニタリング・評価・
管理する体制を構築。

マテリアリティ（重要課題）
当社は持続的な企業価値向上のためのマテリアリティ（重要課題）として6項目を特定しています。これらのマテ

リアリティは、中期経営計画で掲げる「人的資本戦略」「サステナブルシッピング戦略」「ガバナンス強化」「DX戦略」

の4つの重点施策と連動しており、各戦略の推進を通じて取り組んでいます。

これらの取り組みが事業基盤の強化と成長戦略の実現を支え、ひいては企業価値の向上につながると考えています。

理念体系、中期経営計画およびマテリアリティの関係については、P.16-17「パーパスと経営戦略のコネクティビ

ティ」をご参照ください。

マテリアリティ一覧
マテリアリティ 中期経営計画の取り組み KPI・目標・実績 リスク 機会 主要な取り組み

最優先である
安全運航の徹底

● �サステナブルシッピング
戦略

● �労災死亡事故件数：ゼロ件
● �重大海難事故件数：ゼロ件
● �重大貨物事故件数：ゼロ件

● �事故発生による顧客の信頼失墜 ● �事故発生リスクの低減と競争力強化、顧客の信頼維持
● �安全運航のさらなる徹底により、事故による停船時間を低減
● �全船年1回の保守検船実施

環境保全・気候変動への
取り組み強化

● �サステナブルシッピング
戦略

● �DX戦略

● �年間GHG（温室効果ガス）
排出量

● �船舶からの漏油事故件数

● �環境規制対応が遅れ環境保全に後ろ向きと評価
● �新燃料の供給インフラの整備が進まない

● �サプライチェーンの環境負荷低減を重視する顧客と 
契約獲得

● �新燃料の供給インフラ整備など新たな機会へ参画

● �顧客との対話を継続しつつメタノール二元燃料船、 
アンモニア積載可能LPG二元燃料船など新燃料船へ積極投資

● �GHG年間排出量を2030年までに2019年比 25％削減
● �バイオディーゼル燃料の安定確保

輸送品質向上による
顧客満足の向上

● �サステナブルシッピング
戦略

今後の取り組み課題として 
KPI設定を検討

● �サービス品質の低下に伴う貨物輸送シェア縮小
● �安定収益基盤が損なわれるリスク

● �新燃料船を含めた環境対応船の導入促進
● �製鉄プロセス脱炭素化に伴う新規貨物の輸送機会増加

● �環境対応船で顧客の脱炭素化に協働
● �還元鉄、スクラップ、液化CO₂など脱炭素化に伴う新規貨物の輸送需要

へ対応

人材の育成・評価、
D&I、人権

● �人的資本戦略

● �女性管理職数：1名
● �人権に関する基本的な 

考え方を理解している 
社員の割合：56.8%

● �人権研修受講率：100%

● �勤労意欲の低下、業務の非効率化
● �人権侵害などによる社会的信用や信頼の失墜、

取引機会の喪失

● �労働生産性の向上と競争力強化、エンゲージメント向上
● �人権意識の向上により社会的評価が高まり、多様な人材

を確保

● �キャリア形成のための教育・研修制度を拡充し 
戦略業務を担える人材を育成

● �人権デューデリジェンス（人権DD）の対象範囲拡大
● �女性・シニアの活躍を促進する職場環境の整備

技術、イノベーション、
DX

● �DX戦略 今後の取り組み課題として 
KPI設定を検討

● �既存の仕組みに固執し、必要な変革の遅れ、 
競争力低下

● �船舶管理の高度化、事故・災害の予防保全
● �時代の変化に進んで対処し、他社との差別化、 

商圏の維持拡大

● �船舶DXを推進し、事故予防保全装置、運航支援システムを整備
● �デジタルコア人材の育成

健全なガバナンス、
BCP

● �ガバナンス強化
● �ガバナンス機能不全による企業価値毀損、 

株価下落
● �本社機能喪失、事業継続不能

● �透明性確保により信用が高まる
● �輸送サービス提供の継続による社会貢献

● �取締役会による中期経営計画などの長期的な課題の継続的なモニタリング
● �ステークホルダーとの積極的な対話を通じ、企業価値の向上を目指す
● �BCP（事業継続計画）からBCM（事業継続マネジメント）へ

マテリアリティ策定プロセス

事業環境が大きく変わる中で、
今後も持続可能な企業であるた
めには何が必要か、グループ全
体で討議し2030年のありたい
姿を設定。これを実現する上で、
機会・リスクとなり得る項目を
抽出。

過去の経験やリスクマップ活動、
社員アンケートなどを通じて抽
出された項目を対象に、自社お
よびステークホルダー双方に
とっての重要性を踏まえ優先順
位付け。

STEP  01 STEP  02 STEP  03
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ステークホルダーエンゲージメント
当社はサステナビリティ経営を進めるにあたり、顧客・株主・取引先・社員・地域社会などの関係者（ステークホ

ルダー）の意見を重視しています。さまざまな機会を通じて当社への要望や期待を把握し、それを経営や事業活動に

反映しています。

ステークホルダー 主な対話・活動

株主・投資家

● ��株主総会　● ��IR取材
● ��各種媒体において情報を発信（適時開示資料、統合報告書、 

有価証券報告書・半期報告書、コーポレート・ガバナンス報告書、 
株主総会関連資料、事業の報告書）

顧客・取引先

● ��顧客との面談
● ��顧客・取引先による安全協議会への参画
● ��荷役現場への監督派遣
● ��低炭素・脱炭素化に向けた共同研究　● ��船主との安全会議

社員・船員（家族）
● ��人事制度　● ��研修制度
● ��働き方改革に向けた諸施策　● ��社員意識調査アンケート
● ��健康診断・ストレスチェック　● ��エンゲージメントサーベイ

海事官庁・規制当局・
その他の組織

● ��本船運航に関わる条約・規則の遵守
● ��安全に関する情報提供
● ��LNG燃料システムなど導入促進事業への参画
● ��アンモニアの共通課題に関する協議会への参画

地域社会・地球環境
● ��安全運航・環境保全への取り組み
● ��地域貢献活動（被災地支援など）
● ��海事系大学への奨学金・訓練用設備の寄付

マテリアリティ一覧
マテリアリティ 中期経営計画の取り組み KPI・目標・実績 リスク 機会 主要な取り組み

最優先である
安全運航の徹底

● �サステナブルシッピング
戦略

● �労災死亡事故件数：ゼロ件
● �重大海難事故件数：ゼロ件
● �重大貨物事故件数：ゼロ件

● �事故発生による顧客の信頼失墜 ● �事故発生リスクの低減と競争力強化、顧客の信頼維持
● �安全運航のさらなる徹底により、事故による停船時間を低減
● �全船年1回の保守検船実施

環境保全・気候変動への
取り組み強化

● �サステナブルシッピング
戦略

● �DX戦略

● �年間GHG（温室効果ガス）
排出量

● �船舶からの漏油事故件数

● �環境規制対応が遅れ環境保全に後ろ向きと評価
● �新燃料の供給インフラの整備が進まない

● �サプライチェーンの環境負荷低減を重視する顧客と 
契約獲得

● �新燃料の供給インフラ整備など新たな機会へ参画

● �顧客との対話を継続しつつメタノール二元燃料船、 
アンモニア積載可能LPG二元燃料船など新燃料船へ積極投資

● �GHG年間排出量を2030年までに2019年比 25％削減
● �バイオディーゼル燃料の安定確保

輸送品質向上による
顧客満足の向上

● �サステナブルシッピング
戦略

今後の取り組み課題として 
KPI設定を検討

● �サービス品質の低下に伴う貨物輸送シェア縮小
● �安定収益基盤が損なわれるリスク

● �新燃料船を含めた環境対応船の導入促進
● �製鉄プロセス脱炭素化に伴う新規貨物の輸送機会増加

● �環境対応船で顧客の脱炭素化に協働
● �還元鉄、スクラップ、液化CO₂など脱炭素化に伴う新規貨物の輸送需要

へ対応

人材の育成・評価、
D&I、人権

● �人的資本戦略

● �女性管理職数：1名
● �人権に関する基本的な 

考え方を理解している 
社員の割合：56.8%

● �人権研修受講率：100%

● �勤労意欲の低下、業務の非効率化
● �人権侵害などによる社会的信用や信頼の失墜、

取引機会の喪失

● �労働生産性の向上と競争力強化、エンゲージメント向上
● �人権意識の向上により社会的評価が高まり、多様な人材

を確保

● �キャリア形成のための教育・研修制度を拡充し 
戦略業務を担える人材を育成

● �人権デューデリジェンス（人権DD）の対象範囲拡大
● �女性・シニアの活躍を促進する職場環境の整備

技術、イノベーション、
DX

● �DX戦略 今後の取り組み課題として 
KPI設定を検討

● �既存の仕組みに固執し、必要な変革の遅れ、 
競争力低下

● �船舶管理の高度化、事故・災害の予防保全
● �時代の変化に進んで対処し、他社との差別化、 

商圏の維持拡大

● �船舶DXを推進し、事故予防保全装置、運航支援システムを整備
● �デジタルコア人材の育成

健全なガバナンス、
BCP

● �ガバナンス強化
● �ガバナンス機能不全による企業価値毀損、 

株価下落
● �本社機能喪失、事業継続不能

● �透明性確保により信用が高まる
● �輸送サービス提供の継続による社会貢献

● �取締役会による中期経営計画などの長期的な課題の継続的なモニタリング
● �ステークホルダーとの積極的な対話を通じ、企業価値の向上を目指す
● �BCP（事業継続計画）からBCM（事業継続マネジメント）へ

関連するマテリアリティ

● �健全なガバナンス、BCP

● �輸送品質向上による顧客満足の向上
● �最優先である安全運航の徹底
● �環境保全・気候変動への取り組み強化

● �最優先である安全運航の徹底
● �環境保全・気候変動への取り組み強化
● �技術、イノベーション、DX

● �人材の育成・評価、D&I、人権
● �技術、イノベーション、DX 
● �最優先である安全運航の徹底 

● �環境保全・気候変動への取り組み強化
● �最優先である安全運航の徹底 
● �人材の育成・評価、D&I、人権
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